
Résumé

Purpose: The objective of this research was to investigate the status of outcome indicators

for the assessment of public libraries adopted in public sector evaluations, to identify issues

associated with outcome indicators, and to propose appropriate indicators. This was done by

comparing outcome indicators proposed for assessing public libraries in previous studies.

Methods: The actual conditions in public sector evaluations o$cially announced by local

governments were investigated. Specifically, outcome indicators were gathered from assess-

ment reports of public sector evaluations made public on the web-sites of local governments

and were analyzed based on classification into four types.

Results: Most of the outcome indicators adopted by local governments were as expected,

such as the number of books loaned. There were very few cases of using indicators that had

been suggested in previous research. Because it was di$cult to measure outcome indicators,

there were few examples that were replaced by output indicators, however, there were many

examples in which output indicators are possibly assumed to measure the outcome of library

services, and it was assumed that local government sta# were not aware of the results of library

services. This research suggests that some outcome indicators are more appropriate for assess-

ing public libraries from the three viewpoints of economic value, benefits to users and contribu-

tion to communities.
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I. 行政評価による図書館評価の現状

A. 行政評価の現状

�行政評価� とは� �行政機関の活動を何らかの
統一的な視点と手段によって客観的に評価し� そ
の評価結果を行政運営に反映させること�1) と定
義されている� 一般に� 行政機関の活動について
は� �政策� �施策� �事務事業� という構造で示さ
れることが多く� 行政評価についても� その各段
階での評価として �政策評価� �施策評価� �事務
事業評価� が存在する�
わが国における本格的な行政評価は� 1996年
に三重県で導入された事務事業評価システムがそ
の端緒とされており� 今日までまだ 10年余りが
経過したにすぎないが� この間の普及には目覚ま
しいものがある� 2006年 10月 1日現在での� 地
方公共団体における行政評価の取組状況が総務省
ホ�ムペ�ジで公表されている2)� これによると�
全国で 641自治体において行政評価が導入され
ており� このうち市区での導入率は 50�を超え
ている� また導入済みの自治体のうち 60�以上

の 413自治体において�すべての事務事業が評価
対象とされている� �すべての事務事業� の中に
は� 設置されていれば当然図書館も含まれること
になり�全国で少なくとも 400程度の自治体で�
行政評価による図書館評価が行われていると推察
される�

B. 行政評価による図書館評価に関するこれまで

の調査結果

行政評価による図書館評価に関する調査結果と
して� これまで三つの調査結果が報告されている
ので紹介する�

1. 筆者による調査
筆者は� 2002年度における行政評価による図
書館評価の事例について� 8自治体の事例を挙げ
て紹介した3)� 2002年度当時の総務省による各自
治体における行政評価の取組状況を踏まえ� �公
立図書館についての評価が� 少なく見積もっても
すでに 100以上の地方自治体で行われている�と
したうえで� 各自治体で採用されている評価指標
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について概観し� 8自治体について具体的な評価
事例として解説を試みた� そして� 評価指標の選
定� 評価を担当する部署及び担当者� また �効果�
を表す指標について� その適切性などの課題を指
摘した� 実態調査としては網羅性を欠いたもので
あるが� 2001年に告示�施行された �公立図書
館の設置及び運営上の望ましい基準� を受けて
の� 図書館の自己評価が行われるようになる以前
から� 行政評価による図書館評価が先行して行わ
れていたことを示す調査と位置づけることができ
る�

2. 国立教育政策研究所社会教育実践研究セン
タ�による全国調査
国立教育政策研究所社会教育実践研究センタ�
は� 2003年度に図書館評価の実施状況に関する
全国調査4)を行っている� この調査では� 自己評
価とともに行政評価による図書館評価も対象とし
ており� 行政評価による図書館評価に関して全国
を網羅する調査としては現状では唯一のものであ
る�
行政評価による図書館評価に関する調査結果で
は� 全回答自治体の 22�にあたる 167自治体が
�図書館事業を行政評価の対象としている� と回
答している� 自治体種別ごとの分析では� 都道府
県� 政令指定都市及び東京都特別区では実施率が
高く� その他の市� 町及び村では実施率が低い�
この結果は� 前項で紹介した総務省による行政評
価の取組状況の調査結果とも符合する�

3. 国立教育政策研究所社会教育実践研究セン
タ�による都道府県立図書館を対象とした調
査
国立教育政策研究所社会教育実践研究センタ�
では� 前掲の全国調査に引き続き� 2004年度に
都道府県立図書館を対象とした事務事業評価につ
いての実態調査5)を行っている� この調査では�
事務事業評価において図書館を対象としており�
評価結果をホ�ムペ�ジなどで公表している 26

都道府県を調査対象として� 評価結果の分類と分
析を試みている� この中で� 評価指標について 4

類型 �インプット� プロセス� アウトプット� ア
ウトカム	 による分類を行っている� その結果と
しては� アウトプット指標が全体の半数以上とな
る 55�を占め� 次いでインプット指標が 38�と
なり� 両者で全体の 90�以上を占めるという結
果を導いている�
この調査では� 個別の評価指標についての妥当
性についての検証も試みており� その結果として

図書館に関する事務事業評価を行う自治体は�
かなりの数に上っているが� その内容は必ずしも
妥当なものだと言えない�� とされ� 
自治体間で
取り上げる事務事業が標準化されていないこと�
また� 事務事業を測るための指標がまちまちであ
ること�5) といった問題点を指摘している�

C. 行政評価による図書館評価の現状に関する課

題

行政評価による図書館評価の現状に関する課題
として指摘されている点としては� まず行政評価
による図書館評価が� �望ましい基準�に基づく図
書館の自己評価に先行して� 広く実施されている
ことが挙げられる� 評価の実施が普及しているこ
と自体は問題とは言えないが� 図書館自らが意図
し� 工夫した �自己評価� を生かすことがないま
まに行政評価が行われている現状について懸念も
示されている4)�
また� 筆者や国立教育政策研究所社会教育実践
研究センタ�による都道府県立図書館を対象とし
た調査において指摘されているように� 評価対象
事業の設定や評価指標� 特にアウトカム指標とし
て実際に使用されている指標が �成果� または
�効果� を示す指標として妥当なものであるかと
いう問題点も課題として挙げられる�

II. 図書館評価におけるアウトカム指標
の考え方と本研究の目的

A. 図書館評価に関する既往研究におけるアウト

カム指標

筆者は� 図書館サ�ビスにおけるアウトカム指
標として既往研究において提案されている指標に
ついて� 貸出サ�ビスにおける �行政効果�� その
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他の経済的効果� 利用者満足度� 利用者にとって
の効用という 4種の指標を紹介した6)� これらの
指標は� 実際の図書館評価においてアウトカム指
標として採用されているものがある一方� 研究者
による研究段階にとどまっているものもある� し
かし� いずれも図書館サ�ビスの �成果� �効果�
を示す指標として� アウトカム指標となりうる指
標と考えられる�

B. 行政評価における �アウトカム指標� の定義
行政評価においては� 対象とする事務事業ある
いは政策の �成果� または �効果� を示す指標と
して� �アウトカム指標 �成果指標�� を示すこと
が求められていることは� 多くの研究者により指
摘されており� また実際の事例においても広く普
及していると言える�
行政評価における �アウトカム指標� について
は� これまで多くの研究者や実践者において定義
づけが行われている� そこで� 代表的な定義を紹
介する�
島田は� アウトカム指標について �顧客たる住
民	社会が何を得たか
 �事業が行政サ�ビスの
顧客に対して及ぼした効果
7) と定義づけている�
また古川は� �サ�ビスの質や財やサ�ビスの提
供によって生じる結果 �タイミング� 対応性� 満
足度� 改善など� を含む多様なもの
8) としてい
る� さらに� 行政評価についての著作が多い上山
は� ��顧客� である住民にとってどのような成果
が具体的にもたらされたか
 �住民にとって意味
のある便益� 例えば道路の渋滞がどれぐらい緩和
されたか� といったもの
9) と具体例を挙げて定
義している� これらの定義については� いずれも
住民や社会が得るもの� 住民や社会にもたらされ
るものという共通点がある� この共通点を持つ定
義を主張する研究者は前述のほかにも多く見受け
られ� これらが �アウトカム指標� に関する代表
的な定義と考えられる�
一方� 福井と左近は� アウトカム指標について
�行政自らが達成すべき目標であると意図して定
義	設定した成果
10) としている� 少なくとも
�住民� または �社会� という表現はなく� �行政

自ら� によるものとしている点で� 前述の定義と
は一線を画していると考えられる�
さらに�監査法人ト�マツによる定義では� �各
事務事業の目的達成度を測定するもの� サ�ビス
を受けた住民の満足度を測定できる指標にするこ
と� 住民の満足度を測定できない場合や測定にコ
ストがかかりすぎる場合には� 行政サ�ビスの提
供量など� 代替的な指標を設定することが現実
的
11) [p. 102]としている� 自治体担当職員向け
の実用書における記述であり� 理念ではなく実際
の現場に即応した表現を採用していると考えられ
るが� �行政サ�ビスの提供量� という� 本来は
�アウトプット� に相当する指標による �代替� を
認めている点が特徴と言える�
行政評価に関する論説類は� 研究者による研究
から各自治体における実務担当者による実践報告
まで幅広く� 著者の立場によって� またその著作
の意図によって� 指標の定義や評価方法について
の記述も多様である� �アウトカム指標�に関する
定義もまた例外ではなく� �理念的な定義� から
�実際の現場での設定方法�まで�さまざまな視点
からの定義が混在しているという現状が認識でき
る�

C. 行政評価関係既往研究における図書館評価に

関するアウトカム指標

1. 行政評価研究者	関係者による主張
行政評価に関する論説類において� 公共図書館
を事例として解説を行っているものも少なくな
い� そのような事例の中から� 図書館評価におけ
るアウトカム指標について記述したものを紹介す
る�
小野と田渕は� アウトカム指標の定義について
は �施策や事業など行政活動が社会状態に与える
変化
1) としており� 前述の島田� 古川� 上山らに
よる定義と共通している�さらに� �行政サ�ビス
の顧客たる住民や地域にどのような �アウトカ
ム� がもたらされたかを測るのが最も重要
 とい
う記述もあり� 行政評価におけるアウトカム指標
の必要性についての認識が高いと言える� そのよ
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うな小野と田渕が� アウトカム指標の事例を挙げ
た中で� �図書館の管理運営� について� 初期的ア
ウトカムとして �登録率� を� 中間的アウトカム
として �蔵書回転率� 及び �貸出冊数� �地区対象
年齢人口 1人当たり� 登録者 1人当たり� を挙げ
ている1)�
また� 石橋12)は� 行政評価についての研究会の
報告として� 事業別の評価指標設定事例を掲げて
いるが� この中で �図書館運営管理事業� につい
て� �貸出事業を中心に考えた場合�という注釈を
付与したうえで� アウトカム指標として �貸出回
転率� を例示している�
さらに� 山本13)は� �ベンチマ�ク�モデル� に
よる行政評価システムを提案する中で� 図書館
サ�ビスを事務事業の事例として取り上げている
が� アウトカム指標としては �1人当たり年間図
書貸出冊数� を採用している�
一方� 米国行政学会�行政経営センタ�では�
アウトカム指標の定義については 	サ�ビスやプ
ログラムがその目的� 達成目標をどの程度達成し
たか� 顧客または社会に望ましい影響をどの程度
与えたか
 	プログラムの成果� すなわち為政者�
納税者や社会に及ぼす影響
14) としており� この
定義も島田らの定義に共通する� ここでは� 図書
館のアウトカムについて 	州立図書館が利用者の
ニ�ズに素早く対応していると述べている利用者
の割合
14) を挙げている�

2. 図書館研究者�関係者による主張
行政評価研究者�関係者が� 図書館評価におけ
るアウトカム指標について前述のような主張また
は事例の提示を行っていることに対して� 図書館
研究者�関係者からの反応を紹介する�
アウトカム指標の定義について� 	施策や事業
など行政活動が社会状態に与える変化
1) という
主張を採る小野と田渕が� 図書館のアウトカム指
標については �登録率�� �蔵書回転率�� �人口 1

人当たり貸出冊数� といった指標を例示している
ことについて� 糸賀15)は� これらの例示された指
標は� 通常図書館界ではアウトプット指標または
プロセス指標と見なされているのではないか� と

疑義を呈している�
また� 山重は� 公共図書館の行政評価の問題点
の一つとしてアウトカム指標の問題を取り上げ�
	貸出密度 ��人口 1人当たり貸出冊数� は活動
量であり� これを成果指標に入れている自治体が
多いが� 違うと思う� 図書館の成果は住民自身の
評価� つまり顧客満足度である
16) として� �人口
1人当たり貸出冊数� をアウトカム指標とするこ
とを否定し� 利用者満足度をアウトカム指標とし
て提案している�
さらに� 佐藤と永田17)は� 図書館サ�ビスのア
ウトカムについて� 海外の研究者による定義を基
に� 	図書館によって提供されたサ�ビスがもた
らす利用者の変化
 ととらえ� 行政評価の一環と
して行われている図書館の成果評価で� �住民 1

人当たり貸出冊数� などを �成果� とすることに
ついて� 	これは業務の量でしかなく�利用者の何
らかの変化や達成が示されているわけではない

と否定する立場を採っている�
文化政策を専門とする中川は� 公共文化施設の
事業評価に関して� �何をアウトカムと考えるか�
を問題とし� 公共図書館のアウトカムを人口 1人
当たりの貸出冊数と考えることについて� 	なら
ば�劇画�漫画�ビデオ� CD,週刊誌の類ばかりを
揃えた貸本屋に徹すればよい� ということになり
かねない� このような考え方は� ポピュリズム
�大衆迎合� 思考につながり� 肯定できない
18) と
明確に否定している�
一方� 田井は� サ�ビス全体の良さは貸出の数
値に反映される�という持論を述べたうえで� 	貸
出密度を成果指標に入れることがどうして間違い
なのか
19) と主張している�
行政評価におけるアウトカム指標についての島
田らによる代表的な定義に基づけば� 図書館評価
に関するアウトカム指標は� 図書館が何らかの形
で利用者 �住民� または社会 �自治体� に及ぼし
た成果�効果 �あるいは佐藤と永田が主張する
�変化�� であるとすることが妥当と考えられる�
この考え方に沿えば� �人口 1人当たり貸出冊数�
や �蔵書回転率� をアウトカム指標とすることを
適切としない糸賀� 山重� 中川らの主張には首肯
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できる点が多い� しかし� 行政評価研究者�関係
者が� 実務上の必要性を重視して� 具体的な数値
として実際に採取可能な指標を例示しているのに
対し� 図書館研究者�関係者は� あくまでも理念
としての指標のあるべき姿を示すことを主眼とし
た主張を行っているという� 立場上から生じる差
異を� 以降の事例調査及びその考察においても念
頭としたい�

D. 本研究の目的

筆者は� 図書館評価におけるアウトカム指標の
必要性と課題について� 地方自治体が置かれてい
る情勢から事業の社会的効果を示すことが求めら
れていること� その一方で図書館の社会的効果を
示すことが困難であり� どのような指標をアウト
カム指標として設定するかが課題であることを指
摘し� 合わせて公共図書館の自己評価事例におけ
るアウトカム指標について論究した6)� 前述のよ
うに�わが国の公共図書館評価においては� �望ま
しい基準� を受けての自己評価に先行して行政評
価による評価が広く行われている状況にある� ま
た� 行政評価においては一般に �成果� �効果� を
示すアウトカム指標の採用が広く行われている�
そこで� 本研究においては� 行政評価による図
書館評価において採用されているアウトカム指標
の実態を把握し� 既往研究において公共図書館評
価におけるアウトカム指標として提示されている
指標との比較を行うことにより� その問題点を指
摘する� さらに� 公共図書館評価におけるアウト
カム指標として適切と考えられる指標の提案を試
みる�

III. 行政評価による公共図書館
評価事例の調査

A. 調査方法

1. 調査対象自治体の選定
行政評価による図書館評価事例の調査にあた
り� まず調査対象自治体の選定を行う�
a. 選定の視点

(1) 行政評価の導入率の高い自治体

対象自治体の選定にあたっては� 図書館評価の
事例をできるだけ効率的に採取することが望まれ
る� したがって� 選定の第一の視点として� 行政
評価の導入率の高さに着目する� 行政評価の導入
状況については� 前述した総務省による調査結
果2)を参考とする� この総務省による調査におい
ては�導入率の高い自治体区分として�都道府県�
政令指定都市� 中核市� 特例市� 東京都特別区が
挙げられており� 本調査においてもこの区分に該
当する各自治体をまず調査対象自治体として選定
する�
(2) 行政評価について先進的とされる自治体
しかしながら� 上記で選定した自治体のうち�
市区については� 特例市であっても人口 20万人
以上であり� 比較的大規模� 及び都市部の自治体
が多いという傾向がある� さらに� 町村はまった
く含まれない� 比較的大規模� あるいは都市部の
自治体が対象自治体の多数を占めることは� 比較
的等質で� 特徴が現れないという調査結果を生む
ことも考えられることから� 小規模な自治体も可
能な限り調査対象に加えることが望まれる� 一方
で� 既往研究において行政評価や行財政改革につ
いて先進的とされる自治体の中には� 比較的小規
模な自治体や� 町村なども少なからず存在する�
そこで� 対象自治体の選定の第二の視点として�
行政評価や行財政改革について先進的とされてい
ることを挙げる� 具体的には� 地方自治に関する
既往研究やレポ�トなどにおいて� 行政評価や行
財政改革について先進的な事例として紹介されて
いる自治体のうち� 第一の視点によって選定した
自治体区分に該当しない自治体を対象として加え
る�
b. 選定結果
前述の選定方法により� 本調査の対象自治体を
選定した� �行政評価について先進的とされる自
治体� については� �ガバナンス�� �日経グロ�カ
ル� 等の地方自治関係雑誌や総合研究開発機構
(NIRA)等の調査機関による報告書に掲載された
行政評価及び行政改革に関する既往文献等から�
北海道北広島市� 大分県臼杵市などの 44市町を
選定した� この結果� 都道府県� 政令指定都市�
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中核市� 特例市� 東京都特別区を含め� 調査対象
自治体数は合計 205自治体となった� なお� 政令
指定都市� 中核市� 特例市の各区分については�
2006年 10月 1日現在の自治体区分である�

2. 調査方法
各自治体における行政評価による図書館評価事
例の調査にあたっては� 原則として各自治体の
ホ�ムペ�ジで公表されている評価結果 �評価
票� を閲覧し� その中で採用されている評価指標
のうち� �アウトカム� �成果� という記述のある
もの� または各自治体がアウトカム指標として公
表している意図が明白なものを� 本調査における
アウトカム指標として採取した� 各自治体におい
て� 複数年次にわたって評価結果が公表されてい
る場合には� 各年次の評価結果をすべて採取し
た�
各自治体のホ�ムペ�ジの閲覧については� ま
ず 2006年 7月から 9月にかけて一度行い� 同年
11月から 12月にかけて再度確認を行って� 可能
な限り最新の情報の入手に努めた�
なお� ホ�ムペ�ジで評価結果を公表していな
い自治体についても� 各自治体の �情報公開コ�

ナ�� や図書館などの施設で評価票の閲覧が可能
である場合� 一部の自治体について各施設で評価
票を閲覧し� 前述と同様の手法により該当するア
ウトカム指標を採取した場合もある�
採取したアウトカム指標については� 自治体区
分� 自治体名� 評価実施年度� 事業名称とともに
記録し� 自治体区分ごとに集計した�

B. 自治体区分別調査結果

自治体区分ごとの調査対象自治体数� 行政評価
実施状況� 行政評価結果のホ�ムペ�ジでの公表
状況� 図書館を評価対象としている自治体数� ア
ウトカム指標採取対象事業数及び採取したアウト
カム指標延べ数を第 1表にまとめて掲げる�
次に� 各自治体区分別に� 行政評価による図書
館評価の状況及び採取したアウトカム指標につい
て概説する�

1. 都道府県
a. 行政評価による図書館評価の状況
都道府県のうち� 行政評価による図書館評価の
結果を得ることができ� アウトカム指標を採取し
た自治体は 31都道府県であった�

第 1表 自治体区分別調査結果概要

自治体区分
対象
自治体数

行政評価実
施自治体数

評価結果を
ホ�ムペ�
ジで公表し
ている自治
体数

図書館を評
価対象とし
ている自治
体数

図書館に関
するアウト
カム指標を
公表してい
る自治体数

アウトカム
指標採取対
象事業数

アウトカム
指標延べ数

都道府県 47 45 39 38 31 286 451

政令指定
都市

15 13 13 11 11 307 360

中核市 37 35 28 31 28 241 345

特例市 39 33 22 26 20 249 327

東京都
特別区

23 20 18 19 19 334 518

行政評価に
ついて先進
的とされる
自治体

44 44 42 43 43 560 781

合計 205 190 162 168 152 1,977 2,782
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都道府県における行政評価による図書館評価の
特徴としては� まず �政策� または �施策� 段階
での評価が比較的多いことが挙げられる� 図書館
評価に限らないが� 都道府県の行政評価として公
表されている評価結果は� �政策評価�という名称
で公表されているものが多い� 事務事業レベルの
評価までは実施していない� という事実の確認は
できないが� 公表しているのは政策または施策レ
ベルの評価まで� という自治体が多いことが第一
の特徴と言える�
第二の特徴として� 図書館全体を一つの事業区
分とする自治体から� 図書館関係の事業として
10以上の事業を設定している自治体まで� さま
ざまであることが挙げられる� 行政評価における
�事業�の設定方法が�自治体によりまちまちであ
ることは� 行政評価を実施するうえでの課題とし
てしばしば指摘される点ではあるが� 都道府県に
おける図書館評価についても同様の傾向が見られ
る�
第三の特徴として� 事務事業評価の一つの形式
として� �公共施設評価� という形式での評価を
行っている自治体が複数あることが挙げられる�
アウトカム指標が採用されていなかったため� 本
調査の対象とはならなかったが� 福井県や香川県
においては� 公共施設評価として各県立図書館が
評価対象となり� �行政コスト計算書�の作成�公
表が行われているという事例もある� 今後� この
ような評価形式が拡大することも考えられる�
b. アウトカム指標概観
都道府県において採用されているアウトカム指
標について概観すると� 貸出冊数やレファレンス
受付件数� 事業への参加人数など� 利用者による
直接の利用実績をアウトカム指標として採用して
いる事例のほか� 市町村立図書館への協力貸出冊
数や� 図書館ネットワ�クへの加入館数� 市町村
の図書館設置率など� 都道府県立図書館の役割を
反映した指標の採用も見られる� しかし� 利用者
満足度や� 児童の読書量などの社会的効果に関連
した指標の採用は少ない�

2. 政令指定都市
a. 行政評価による図書館評価の状況
政令指定都市のうち� 行政評価による図書館評
価の結果を得ることができ� アウトカム指標を採
取した自治体は 11市であった�
政令指定都市における行政評価の全般的な特徴
として� 一般的な事務事業評価によらない手法を
採用する自治体が複数存在することが挙げられ
る� また� 政令指定都市の図書館は� 中央図書館
及び各地域図書館から構成される場合が多く� 中
央図書館が設置されていない場合には複数の図書
館が並列的に設置されている構成になっている�
このため� 行政評価の対象事業として� 各図書館
ごとに事業を設定し� 結果として図書館関係の事
業が非常に多くなっているという事例が見られ
る�
b. アウトカム指標概観
政令指定都市において採用されているアウトカ
ム指標について概観すると� 貸出冊数や入館者
数� 事業への参加人数など� やはり利用者による
直接の利用実績をアウトカム指標とする事例が主
となっている�利用者満足度のほか� �市民への還
元額� �ボランティア参加者数�などの社会的効果
を指標として採用する事例も少数ではあるが見ら
れる�

3. 中核市
a. 行政評価による図書館評価の状況
中核市のうち� 行政評価による図書館評価の結
果を得ることができ� アウトカム指標を採取した
自治体は 28市であった�
中核市における行政評価による図書館評価の特
徴としては� 都道府県と同様に� 評価対象事業の
設定の多様性が挙げられる� 図書館を単一の事業
として考える自治体に対して� 個別の図書館ごと
に事業を設定している自治体や� 事業を細分化し
ている自治体など� さまざまな事業設定方法が見
られる�
b. アウトカム指標概観
中核市において採用されているアウトカム指標
について概観すると� やはり貸出冊数や入館者
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数� 事業への参加人数など� 利用者による直接の
利用実績をアウトカム指標として採用している事
例が多い� しかし� 利用者満足度や �市民への還
元額� �ボランティア活動実践度�などの社会的効
果をアウトカム指標として採用している事例も�
他の自治体区分と比較するとやや多いようであ
る�

4. 特例市
a. 行政評価による図書館評価の状況
特例市のうち� 行政評価による図書館評価の結
果を得ることができ� アウトカム指標を採取した
自治体は 20市であった�
特例市においても� 評価対象とする事業の考え
方について� 自治体による差異が見られる� 図書
館に関する事業として� 一つの事業のみを評価対
象としている自治体がある一方� 個別の図書館ご
とに事業を設定したり� 細分化した事業ごとに評
価を行っている自治体もある�
b. アウトカム指標概観
特例市において採用されているアウトカム指標
について概観すると� ここでも貸出冊数や入館者
数� 事業への参加人数など� 利用者による直接の
利用実績をアウトカム指標とする事例が大半を占
めている� 中核市などでは少数見られた� 利用者
満足度や社会的効果をアウトカム指標として採用
する事例はほとんど見られない�

5. 東京都特別区
a. 行政評価による図書館評価の状況
東京都特別区のうち� 行政評価による図書館評
価の結果を得ることができ� アウトカム指標を採
取した自治体は 19区であった�
東京都特別区においても� 他の自治体区分と同
様に� 評価対象事業についての考え方に� 自治体
による差異が見られる� 各区とも複数の図書館が
設置され� 図書館設置密度の高い状況ではある
が� 評価対象事業として図書館を一つにまとめて
いる区がある一方� 細分化した事業ごとに評価を
実施している区も存在する�

b. アウトカム指標概観
東京都特別区において採用されているアウトカ
ム指標について概観すると� ここでもやはり� 貸
出冊数� 入館者数� 事業への参加人数など� 利用
者による直接の利用実績をアウトカム指標とする
事例が大半を占めている� 利用者満足度をアウト
カム指標として採用する事例は少数見られるが�
社会的効果をアウトカム指標として採用する事例
はほとんど見られない�

6. 行政評価について先進的とされる自治体
a. 行政評価による図書館評価の状況
行政評価について先進的とされる自治体として
選定した自治体のうち� 行政評価による図書館評
価の結果を得ることができ� アウトカム指標を採
取した自治体は 43市町であった�
行政評価について先進的とされる自治体におけ
る行政評価による図書館評価の特徴としては� ま
ず図書館関係の事業を細分化している自治体が多
いことが挙げられる� 行政評価について先進的と
される自治体では� 評価対象について全事務事業
としている自治体がほとんどであるが� この場合
の �事務事業� とは� 予算上の事業区分であるこ
とが多い� したがって� 図書館を対象とした事務
事業評価においても� 図書館に関するすべての予
算上の事業区分によって評価が行われているた
め� 結果的に事業が細分化されているものと推察
される�
また� 一事業について複数の指標を採用してい
る事例が多いことも特徴として挙げられる� 行政
評価について先進的に取り組んできた中で� 事業
の評価指標についても見直しを重ねた結果とし
て� 一事業について複数の指標により評価を行う
という形式になったものと推察される�
さらに� �上位成果指標� �本来の指標� といっ
た表現で� 実際にアウトカム指標として採用した
指標以外の指標について言及している事例も複数
の自治体で確認できる� いずれも� 具体的な数値
は把握されていないが� �成果�に対する考え方を
明確にしようという自治体側の意図がくみ取れ
る�
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b. アウトカム指標概観
行政評価について先進的とされる自治体におい
て採用されているアウトカム指標について概観す
ると� やはり貸出冊数� 入館者数� 事業への参加
人数など� 利用者による直接の利用実績をアウト
カム指標とする事例が多いが� 他の自治体区分に
比較すると若干ではあるがその比率は低いようで
ある� 採用されている指標の数が多いこともある
が� 利用者満足度や� �市民への還元額� などの社
会的効果を指標としている事例も少数見られる�

IV. 公共図書館の評価における
アウトカム指標の類型化と問題点

本章では� 前述した行政評価による図書館評価
におけるアウトカム指標の事例について� 類型化
を行い� 各類型別に考察を加え� アウトカム指標
としての問題点を明らかにすることを試みる�

A. 指標の類型化

1. 類型化の方法
a. 既往研究におけるアウトカム指標の体系化
アウトカム指標に類する指標の体系化を試みた
既往研究として� 斎藤20)による研究がある�
斎藤は�まず評価指標のうち �アウトカム指標�
に相当する �有効度指標� について� �サ�ビス成
果指標� �社会成果指標� �住民満足度指標� の三
つに体系化し� �サ�ビス成果指標� については�
さらに �サ�ビス水準成果� �需要充足成果� �需
要達成成果� �供給達成成果�の四つに分類するこ
とで� 需要側� つまり住民�利用者側と� 供給側�
つまり自治体側のそれぞれの立場からの成果水準
を指標とする� という体系化を提唱している�
b. 本研究におけるアウトカム指標の類型化
前章で述べた調査において� アウトカム指標と
して採取した指標を概観すると� 成果を受ける主
体という視点から二つに大別することができる�
�利用者や地域社会にとっての成果
�図書館側の成果
このうち� �についてはさらに成果として表さ
れる事象から� 三つに分けることができる�

�� �ア� 利用者による直接の利用の結果
�� �イ� 利用者満足度など利用者調査を行っ
た結果

�� �ウ� 市民への還元額など社会的な効果
�� �ア� については� 本来はアウトプット指
標として扱うべき指標とも考えられるが� 例え
ば� �図書館利用者サ�ビス事業� において� 蔵書
冊数をアウトプット指標として� 貸出冊数をアウ
トカム指標とする事例や� 貸出冊数をアウトプッ
ト指標として� 住民 1人当たり貸出冊数をアウト
カム指標とする� といった事例が多く見られる�
�については� 本来はインプット指標またはプ
ロセス指標として扱うべき指標とも考えられる
が� 例えば� �資料収集事業� という事業を設定し
て� 年間購入冊数をアウトプット指標として� 蔵
書冊数をアウトカム指標とする事例や� �児童奉
仕事業� という事業において� 児童書の貸出冊数
をアウトプット指標に� おはなし会の実施回数を
アウトカム指標にする� といった事例が見られ
る�
このようなアウトカム指標のグル�プ化は� 前
述した斎藤による既往研究による体系化と共通点
が多く� 既往研究における枠組みとも一致すると
言える� そこで� 本研究におけるアウトカム指標
について� 前述のグル�プ化を基底として� 次の
四つに類型化する�
�住民 �利用者� 側の利用実績
�図書館 �自治体� 側の活動
�満足度など利用者調査の結果
�事業の社会的効果
行政評価による図書館評価に関して� 自治体区
分別の各類型ごとのアウトカム指標数及びそのう
ち目標値の設定が行われているもの� 及び目標達
成度の設定が行われているものの数を第 2表に
示す� また� 自治体区分別のアウトカム指標の類
型別構成比について� 第 3表及び第 1図に示す�

2. 各類型別の考察
a. 住民 �利用者� 側の利用実績
行政評価による図書館評価におけるアウトカム
指標としては� 各自治体区分ともこの類型に属す
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る指標が最も多く� 60�75�という多数を占め
ている�
図書館研究者による主張にもあるように� これ
らの指標は本来アウトプット指標として考えられ
る指標と見なすことができる� 実際に� 行政評価

において� 同じ指標が別の自治体ではアウトプッ
ト指標として採用されている事例は多数見受けら
れる�
このように� アウトカム指標とアウトプット指
標の境界が曖昧になっているという現象は� 行政

第 2表 自治体区分別�類型ごとのアウトカム指標数

自治体
区分

類型別アウトカム指標数

類型
延べ
指標数

うち目標値
設定

うち目標
達成度

主な指標例

都道府県

�住民 �利用者� 側の利用実績 311 292 161 貸出冊数� 入館者数� 事業参加者数
�図書館 �自治体� 側の活動 116 108 48 蔵書冊数� 協力貸出冊数� 事業実施回数
�満足度など利用者調査の結果 13 10 1 利用者満足度� レファレンスサ�ビスの認知度
�事業の社会的効果 11 3 1 子どもの 1か月間の読書量

政令
指定都市

�住民 �利用者� 側の利用実績 273 238 41 貸出冊数� 入館者数� 登録率� 予約件数
�図書館 �自治体� 側の活動 69 58 0 蔵書冊数� 相互貸借冊数� 刊行物配布部数
�満足度など利用者調査の結果 11 8 0 利用者満足度� リピ�ト率
�事業の社会的効果 7 4 0 市民への還元額� 小学生月平均読書冊数

中核市

�住民 �利用者� 側の利用実績 242 182 59 貸出冊数� 入館者数� 蔵書回転率
�図書館 �自治体� 側の活動 78 57 29 蔵書冊数� 受入冊数� 移動図書館巡回回数
�満足度など利用者調査の結果 14 12 10 満足度� 市民 �来館者� の知的欲求満足度
�事業の社会的効果 11 11 3 市民への還元額� ボランティア活動者増加率

特例市

�住民 �利用者� 側の利用実績 237 196 58 貸出冊数� 入館者数� 登録率� 予約件数
�図書館 �自治体� 側の活動 87 66 13 蔵書冊数� 受入冊数� 貸出 1冊当たりのコスト
�満足度など利用者調査の結果 1 0 0 利用者満足度
�事業の社会的効果 2 1 1 ボランティア活動参加率

東京都
特別区

�住民 �利用者� 側の利用実績 382 354 221 貸出冊数� 入館者数� 登録率� 蔵書回転率
�図書館 �自治体� 側の活動 128 101 47 蔵書冊数� 受入冊数� 司書有資格者率
�満足度など利用者調査の結果 7 6 0 利用者満足度� 事業に対する満足度
�事業の社会的効果 1 1 0 読み聞かせ実践者数� ボランティア活動者数

行政評価
先進自治体

�住民 �利用者� 側の利用実績 476 301 64 貸出冊数� 入館者数� 登録率� 苦情件数
�図書館 �自治体� 側の活動 257 153 45 蔵書冊数� 開館日数� 学校等訪問回数
�満足度など利用者調査の結果 29 13 2 利用者満足度� 利用者のリピ�タ�数
�事業の社会的効果 19 6 1 市民への還元額� 読み聞かせボランティア数

合計

�住民 �利用者� 側の利用実績 1,921 1,563 604
�図書館 �自治体� 側の活動 735 543 182
�満足度など利用者調査の結果 75 49 13
�事業の社会的効果 51 26 6

第 3表 類型別�自治体区分別アウトカム指標構成比

都道府県
政令指定
都市

中核市 特例市
東京都
特別区

行政評価
先進自治体

合計

�住民 �利用者� 側の利用実績 69.0� 75.8� 70.1� 72.5� 73.7� 60.9� 69.1�

�図書館 �自治体� 側の活動 25.7� 19.2� 22.6� 26.6� 24.7� 32.9� 26.4�

�満足度など利用者調査の結果 2.9� 3.1� 4.1� 0.3� 1.4� 3.7� 2.7�

�事業の社会的効果 2.4� 1.9� 3.2� 0.6� 0.2� 2.4� 1.8�
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評価においては必ずしも珍しいことではなく� 図
書館以外の事業でもしばしば見受けられる� その
共通の背景として� アウトカム指標の設定� 特に
具体的な数値として �成果� を示すことの困難さ
がある� 図書館に関して言えば� その事業の社会
的な成果としては� 住民の読書意欲の向上� 情報
リテラシ�の向上� 仕事や学業での成功� 読書を
通じた心の安らぎなどが想定できるが� いずれも
具体的な数値として計測することがきわめて困難
であることは想像に難くない� また� いずれもそ
の �成果� の達成には� 図書館以外の他の分野の
影響についても無視できないため� その成果につ
いてどれほど図書館が貢献しているのかを計測す
ることもきわめて難しい�このような状況で� �成
果� を示す具体的な数値として指標を求められた
ときに� 事業の結果によって代替するという考え
方の採用に至ることは� 必然とも言える� した
がって�行政評価に関する実務書には� �行政サ�
ビスの提供量など� 代替的な指標を設定すること
が現実的�11) [p. 102]と記述され� それらの図書
を参考として実際に評価を実施する自治体におい
て� 本来アウトプット指標として考えられるこれ

らの指標をアウトカム指標として採用するに至る
という現象が現実になっている� この問題点につ
いては後述する�
b. 図書館 �自治体	 側の活動
行政評価による図書館評価においては� 各自治
体区分ともこの類型に属する指標が前目の指標に
次いで多く� アウトカム指標全体の 20
30�を
占めている� つまり� �住民 �利用者	 側の利用実
績� と合わせて� この 2類型でいずれの自治体区
分においても 90�以上を占めている�
前項で述べたように� これらの指標は本来 �イ
ンプット指標� または �プロセス指標� として扱
われるものである� このような指標が �アウトカ
ム指標� として採用される背景としても� 本来ア
ウトプット指標である �住民 �利用者	 側の利用
実績� がアウトカム指標となっていることと同様
に� 数値として得られやすいものを指標としたこ
とが挙げられる� ただし� �住民 �利用者	 側の利
用実績� は� それが住民にとっての本来の成果に
直接結びつくことが比較的容易に推察されうる
が� �図書館 �自治体	 側の活動� については� そ
れが住民にとっての本来の成果に結びつくかどう
か� 十分な検証が行われているとは言い難い� す
なわち� 例えば �資料収集事業� においてアウト
カム指標を �蔵書冊数� とした場合� 蔵書数の多
いことがその地域の住民にとって成果をもたらす
ということが立証されているとは現状では言えな
いのではないか� この場合には� その蔵書が �住
民にとって必要なものである� ということが前提
となるが� 図書館の蔵書がその前提条件を満たす
ものであるかどうかの説明がないままに� アウト
カム指標として �蔵書冊数� を採用することは疑
問である�
また� さまざまな行事の実施を事業とした場合
に� アウトカム指標を �事業の実施回数� とする
事例も見られる� �参加人数� であれば� より多い
方がより多くの住民に機会を与えたということで
成果をあげたと見なすことも可能であるが� �実
施回数� では住民にとっての成果は測定できな
い� 事業の参加人数の測定に困難が伴うとは考え
にくく� �事業の実施回数�というアウトカム指標

第 1図 自治体区分別�類型別アウトカム指標構
成比
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の設定にも疑義がある�
このように� �図書館 �自治体� 側の活動� をア
ウトカム指標とすることは� �住民 �利用者� 側の
利用実績� をアウトカム指標とすること以上に問
題が多く� 適切とは言い難い�
c. 満足度など利用者調査の結果
この類型に属する指標は� 行政評価による図書
館評価においては� いずれの自治体区分において
も 5�に満たない採用状況である� 特に� 特例市
においてはほとんど採用事例がない�
利用者満足度については� 図書館評価における
アウトカム指標の代表的な事例として取り上げら
れることが多く� 実際に実施された結果の報告事
例も多い� しかし� 行政評価においては採用例が
きわめて少ない� 調査を行い� 把握することは比
較的容易と考えられるだけに� 採用事例の少なさ
に疑問が残る�
その理由を推察すると� 第一に自治体財政事情
の厳しさが考えられる� 満足度などの調査にあ
たっては� 調査票の設計や調査結果の分析につい
て外部機関に委託することがしばしば行われる
が� 昨今の自治体の財政事情の逼迫状況から� こ
の委託に要する経費の捻出が困難になっているこ
とが考えられる�また�委託によらず自治体内部�
つまり職員自らが調査票の設計や調査結果の分析
を行うことも考えられるが� 財政状況の逼迫は職
員 1人当たりの事務量の増加にも結びついてお
り� 新たな業務を実施することが困難であること
も想像に難くない� このような自治体の置かれて
いる状況から� アンケ�トなどによる利用者調査
を新たに行うことが困難になっており� 利用者満
足度などの調査結果を指標として採用することが
できない状況にあると推察される�
また� 行政評価において採用される指標につい
ては� できる限り客観性を持つ数値が望ましいと
されている点も影響しているものと考えられる�
利用者満足度などの利用者調査の結果には� 利用
者の主観によるものが多く含まれる� このような
主観に基づく指標を用いることは� 評価指標とし
ては好ましくないという考え方が行政評価におい
て根強いものがある� 仮に利用者満足度のような

指標をアウトカム指標として採用するとしても�
島田7)の指摘にもあるように� 効果を測る客観的
な指標と合わせて用いることが求められている�
さらに� 利用者満足度については� アウトカム
指標とは別の指標とする考え方も行政評価に関す
る文献で示されている� 上山9)は� �顧客満足度�
については� �プロセス指標� �職員満足度� とと
もに� �利用者からの視点の評価指標� として� 生
産性を表す指標である �インプット指標� �アウト
プット指標� �アウトカム指標�とは区別して用い
ることを提案している�
以上のような点が� 満足度など利用者調査の結
果について� 行政評価においてアウトカム指標と
して採用されることがきわめて少ないことの背景
として考えられる� なお� 利用者満足度について
は� その指標としての特徴や適切性について後述
する�
d. 事業の社会的効果
この類型には� 住民への還元額� 子どもの読書
率� ボランティア参加率といった� 図書館の事業
がもたらすさまざまな社会的な効果が含まれる�
この類型に属する指標は� 行政評価による図書
館評価においては� いずれの自治体区分において
も 5�に満たない採用状況である� 特に� 特例市
及び東京都特別区においてはほとんど採用事例が
ない�
この類型に含まれ� 少数ではあるが採用事例が
見られる指標として �住民への還元額� がある�
これは第 II章A節で述べた �貸出サ�ビスにお
ける行政効果� に当たる指標であり� 筆者6)が指
摘したように図書館研究者の間では早くから提唱
され� また批判されてきた指標である� アウトカ
ム指標として� �住民への還元額�またはそれに類
する指標を採用している自治体を第 4表に掲げ
る�
第 4表に掲げた自治体を見ると� 近年になって
この指標を採用するようになった自治体 �埼玉県
さいたま市� 神奈川県鎌倉市� がある一方で� 過
去にこの指標を採用していたものの� 近年は採用
していない自治体 �愛知県名古屋市� 兵庫県芦屋
市� があることがわかる� 新たに採用を始めた自
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治体が見られる背景には� 行政評価において �客
観的数値による効果� を示すことが強く求められ
ていることが考えられる� 一方で� 採用をやめた

自治体があることの背景には� このような指標が
図書館の成果を示すものとして適切であるかどう
かという� 図書館研究者の間にもあるこの指標に

第 4表 アウトカム指標として �住民への還元額�
またはそれに類する指標を採用している自治体

自治体
区分

自治体名 年度 事業名 指標名 算出方法

政
令
指
定
都
市

埼玉県
さいたま市 2006

さいたま市
図書館管理
運営事業

市民への還元額
年間貸出冊数�図書購入単価平均額
�2,375円��人口

2005
さいたま市
図書館管理
運営事業

市民への還元額
年間貸出冊数�図書購入単価平均額
�2,375円��人口

愛知県
名古屋市

2002 図書館事業 市民への還元額 (貸出点数�平均単価	必要経費 )�人口

中
核
市

秋田県
秋田市 2004

中央図書館
明徳館 図書
館の運営業務

行政効果
 還元額 ��総貸出冊数�平均単価	必要経費 �図
書館費�人件費��人口 �明徳館管轄分

土崎図書館
図書館の運営
業務

行政効果
 還元額
��総貸出冊数�平均単価	必要経費 �図
書館費�人件費��人口 �土崎図書館管
轄分

新屋図書館
図書館の運営
業務

行政効果
 還元額
��総貸出冊数�平均単価	必要経費 �図
書館費�人件費��人口 �新屋図書館管
轄分

新潟県
新潟市 2004 図書館事業

市民 1人当たりの
還元額

�本の平均単価�貸出冊数	運営費�人
口

2003 図書館事業
市民 1人当たりの
還元額

�本の平均単価�貸出冊数	運営費�人
口

大阪府
東大阪市

2005
図書館図書購
入費 �永和図
書館

市民 1人当たりの
サ�ビス

�図書平均単価�貸出冊数	運営経費�
人口 (1/3)

行
政
評
価
先
進
自
治
体

北海道
北広島市 2005

図書館読書
サ�ビス事業 還元額 貸出冊数�資料平均単価 �2,350円�

2004
図書館読書
サ�ビス事業 還元額 貸出冊数�資料平均単価 �2,350円�

神奈川県
鎌倉市

2006
図書館管理
運営事業

市民への図書還元費
用

年間貸出冊数�図書の平均単価

兵庫県
芦屋市 2003

図書館運営事
業 �収集整理
利用

還元額 �館外貸出に
よる市民1人当たり
の還元額

�図書平均単価�貸出冊数	図書館費�
人口

2002

図書館運営事
業 �収集整理
利用

還元額 �館外貸出に
よる市民1人当たり
の還元額

�図書平均単価�貸出冊数	図書館費�
人口

沖縄県
那覇市

2005
図書館運営事
業

貸出による経済効果
�市民 1人当たりの
還元額

�貸出冊数�図書�雑誌購入平均単価	人
件費等を含む図書館全経費�那覇市の人
口
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対する疑義が� 自治体内部にも存在することがう
かがえる� しかしながら� 公共図書館において
�効果�を示す指標として�容易に採取可能な指標
としては唯一の指標とも考えられるものであり�
何らかの形で活用する方向が望まれる�
�子ども読書活動推進計画�に関連して�図書館
の児童サ�ビス関係事業のアウトカム指標とし
て� 各自治体における �子どもの読書率� �1週間
に 5日以上読書をする子どもの割合� や �小学生
月平均読書冊数� といった指標を採用している自
治体も複数確認できる� 子どもの読書率�読書量
は公共図書館だけでなく� 学校�家庭などでの取
り組みが影響するものであり� 子どもの読書率�
読書量の向上が公共図書館だけの成果であるとは
言い難い� 実際にこれらの指標を採用している自
治体においても� 図書館の児童サ�ビス関係事業
の実績と� 子どもの読書率�読書量の向上との関
係を実証している例は見られない� 第 a目で挙げ
た �住民 �利用者� 側の利用実績� をアウトカム
指標としている自治体が� �成果�に対する図書館
事業の貢献度が不明であるから利用実績で代替さ
せる� としている考え方と対極にあり� �事業� と
�成果�との関係は十分に説明できないが�ともか
く �成果� を示そう� という意図が表れたものと
考えられる�
このほか� 視覚障害者サ�ビスにおける朗読�
録音図書製作ボランティアや� 絵本の読み聞かせ
ボランティアを養成する講座等の事業のアウトカ
ム指標として� 講座参加者のうちその後実際にボ
ランティアとして活動している人数を測定した
�ボランティア参加率� を採用している自治体も
ある� 講座に類する事業のアウトカム指標として
は� 参加人数にとどめず� このような追跡調査の
結果を採用していく方向性が望まれる�

B. 指標の問題点

1. アウトプット指標との区別の不明瞭さ
行政評価における図書館評価においては� 前節
第 2項で指摘したように� 一般的にはアウトプッ
ト指標またはインプット指標� プロセス指標と見

なすことができる指標をアウトカム指標として採
用している事例が大半を占めている� その理由と
して推察される点については前述のとおりである
が� ここで特にアウトプット指標として本来考え
られる �住民 �利用者� 側の利用実績� について�
実際の評価票における記載事項などを基に� その
背景や問題点について考察する�
a. 背景
図書館事業に限らず� アウトカム指標の設定の
難しさについては� 行政評価において大きな問題
であり� 行政評価に関する実務書では �アウトカ
ム指標の設定方法� や �アウトプット指標とアウ
トカム指標の使い分け� などに関する記述が多数
見られる� そのような中で� アウトカム指標につ
いて�前述のように� 	測定できない場合や測定に
コストがかかりすぎる場合には� 行政サ�ビスの
提供量を測定するなど� 代替的な指標を設定する
ことが現実的
11) [p. 102], 	活動指標を成果指標
とみなして設定する場合もある
11) [p. 103]と
いった記述を行う実務書もある� このような実務
書を参考として実際の行政評価が行われていると
いう現実がある状況では� 糸賀が指摘するよう
に� 	行政評価一般においても�アウトプットとア
ウトカムの区別が判然としないことが少なくな
い
15) という結果になることは必然とも言える�
また� 行政評価自体が自治体における一業務とし
て定着しつつある中で� 評価に対する緊張感の欠
如や� 年に一度のル�ティンワ�ク化という職員
の意識の低下により� 採用する指標の選定にあ
たっても� より安易な方向に流れている� という
傾向も否定できない� その背景には� 財政面や労
務面において自治体が置かれている厳しさから�
できるだけ経費や労力をかけずに業務を行わねば
ならない� という意識が強く働いていることもあ
ると推察される�
b. 問題点
実際の評価票において� 次に掲げる事例のよう
な指標の提示が見られる�
事例� アウトカム指標� 住民の自主的学習活

動の支援度
代替指標� 入館者数
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�大阪府�大阪府立中央図書館�大阪府
立中之島図書館 �2004年��

事例� 論理的成果指標� 子どもの読書に対す
る関心度
代替成果指標� 幼児�児童用図書貸出
冊数
�島根県� 子ども読書推進事業 �2005

年��
事例� 上位成果指標� 情報や知識を活用でき

るようになった市民の満足度
成果指標� 登録者数/市民� 貸出数/市
民
�東京都調布市� 資料提供事業 �2006

年��
ただし� いずれも上段の指標については数値は記
載されていない�
各自治体が� 	代替指標
 	代替成果指標
 	成果
指標
 として記載している指標は� いずれも� 本
来のアウトカムに至る過程である 	中間的アウト
カム
 と位置づけられる指標と考えられる�
このような記述を行っている自治体では� 	本
来のアウトカム指標
に対する意識と� 	それが測
定困難なので� アウトカム指標として代わりにこ
の数値を用いる
 という� あくまで 	住民 �利用
者� 側の利用実績
 を代替として用いているとい
う意志が明確に示されていると言えるだろう� こ

のように� アウトカムに対する意識を明確にした
上で� アウトカム指標として 	住民 �利用者� 側
の利用実績
 をあくまで代替指標として用いると
いう手法は� アウトカムの測定が困難な場合の有
効な手法として評価できる�
しかし� 第 5表に示すように� 上記のような記
述を行っている自治体はごく少数であり� アウト
カム指標として 	住民 �利用者� 側の利用実績

を採用している自治体の大半については� それを
本来のアウトカムとして意識している可能性が否
定できない� 公共図書館の評価においてアウトカ
ム指標を示すことの意義は� 図書館の社会的成果
を対外的に示すことで� 図書館の存在意義を認知
させ� 図書館が置かれている厳しい状況を少しで
も好転させることに結びつけることにある� この
点で� 貸出冊数や入館者数� 事業への参加人数な
どの 	住民 �利用者� 側の利用実績
 をアウトカ
ム指標と認識している状況に留まっていること
は� 図書館の社会的成果を示しているとは言え
ず� 厳しい状況を好転させる方向に結びつくとは
考えにくい� したがって� 	住民 �利用者� 側の利
用実績
 を安易にアウトカム指標として採用する
ことは望ましくない�

2. 利用者満足度
利用者満足度は� 図書館に関するアウトカム指
標として広く認知されていると言えるが� 行政評
価における採用はごく少数にとどまっている� そ
の理由については前節で述べたとおりである�
行政評価全般において� 住民満足度を測定する
ことは� 研究者によっても提唱されており� また
実際にも広く行われている� 実際に� 区役所窓口
や福祉保健行政の分野では� 広く満足度調査が行
われ� その結果が行政評価におけるアウトカム指
標に反映されている事例が多い� しかし図書館に
関してはアウトカム指標としての採用例が少な
い� つまり� 図書館については住民満足度調査の
対象とされていない自治体が多いものと考えられ
る� その理由を推察すると� まず� 前項で述べた
ように� 図書館についてはアウトカム指標として
貸出冊数� 入館者数などの 	住民 �利用者� 側の

第 5表 	上位成果指標
 が示されている事例数

アウトカム
指標総数

上位のアウトカム指標が
示されている事例

実数 総数に対する割合

都道府県 451 22 4.9�

政令
指定都市

360 2 0.6�

中核市 345 9 2.6�

特例市 327 5 1.5�

東京都
特別区

518 0 0.0�

行政評価先
進自治体

781 70 9.0�
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利用実績� を利用できると考えている自治体が多
いことが考えられる� つまり� 例えば区役所の戸
籍課窓口については� 実績値として得られるもの
は住民票の写しや戸籍謄本の交付枚数などに限ら
れるが� それをアウトカム指標とすることは適切
でないという認識が普遍的であり� 新たな指標の
必要性に迫られて住民満足度の測定を行わざるを
えない� という状況にあると考えられる� アウト
カム指標として想定できる指標が直接の業務から
は想定しにくいが� 代替となる適切なサ�ビス提
供量もない� したがって住民満足度を測定しアウ
トカム指標とする� という考え方が成立する事業
においては� アウトカム指標として住民満足度を
採用する事例が多くなる� 一方� 図書館について
は� 貸出冊数� 入館者数� 事業への参加人数など�
代替となる適切なサ�ビス提供量が存在すること
から� アウトカム指標として住民 �利用者� 満足
度を採用する事例は少なくなっているものと考え
られる�
しかし� 前項で述べたように� �住民 �利用者�
側の利用実績� を安易に図書館のアウトカム指標
として採用することは適切とは言えない� 貸出冊
数は� 区役所戸籍課窓口における住民票の写しの
交付枚数と同じ性格の実績数値であり� 住民票の
写しの交付枚数がアウトカム指標として適切でな
いという考え方が一般的であるならば� 図書館に
おける貸出冊数も同様でなければならない� この
点で� 図書館についても住民 �利用者� 満足度の
測定を行い� その結果をアウトカム指標とするこ
とは適切と考えられる�
ただし� 図書館における利用者満足度について
は�岸田ら21)が指摘した課題が存在する�つまり�
図書館は �利用したいから行く� ところであり�
一定以上の満足度は常に得られるという点であ
る� この点は� �行かざるをえない� 区役所の窓口
とは様相を異にする� 区役所窓口では� 来庁する
住民がすべて �利用したい� という意志を持って
いるわけではない� したがって� できるだけ多く
の住民に満足してもらい� 利用にあたっての抵抗
感を低くすることの必要性は高い� その意味で�
住民満足度という数値を一つの目標とすることの

意義は大きいと考えられる� しかし� 図書館では
来館する利用者のほとんどは�自ら �利用したい�
と考えて来館しているのであり� 満足度がある程
度高い水準になるのは当然である� したがって�
図書館の場合には� 利用者満足度調査の結果につ
いて� 利用者満足度の数値を目標数値とすること
だけでは意義が薄いと考えられる�
図書館における利用者調査については� 満足度
という数値を得て� 定量的な評価に利用すること
だけでなく� 神奈川県立図書館において実施され
ている22)ような� サ�ビスに対する �期待度� と
�満足度�を合わせて調査し�そのギャップによっ
て今後充実すべきサ�ビスの抽出の素材とするこ
とや� 満足度の低い� つまり不満に感じている
サ�ビスが何であるかを導き出すことといった�
定性的な評価にも活用すべきものと考えられる�

3. 目標達成度
図書館の自己評価に関して� �望ましい基準�で
は数値目標の設定とその達成状況に関する点検と
評価を求めている� また� 行政評価においても�
目標値の設定や目標達成度の公表を行っている自
治体が多く見られる� 第 6表に� 行政評価による
図書館評価における自治体区分別�類型別での目
標値�目標達成度設定比率を掲げる� 目標値につ
いては� 各自治体区分とも半数以上の指標におい
て設定されている� 一方� 目標達成度の設定状況
については自治体区分�類型により差があるが�
おおむね 4分の 1程度の指標で設定されている
ものと推察される� 行政評価におけるアウトカム
指標については� 前述のようにその測定が困難で
あり� 本来アウトプット指標やインプット指標と
なるべき指標により代替されることが頻見され
る� この場合に� 目標値と実績値との比較や目標
達成度の設定により� その指標を単なる実績や
サ�ビスの提供量ではなく� 事業目的の達成度と
してとらえることで� アウトカム指標としての意
味を持たせるという考え方から� 目標値や目標達
成度の設定が行われているものと考えられる� 事
業目的の達成が社会的な貢献と直結するような事
業の場合には� このような考え方によりアウトカ
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ム指標を設定することにも意義が認められる� し
かしながら� この場合にはその目標値の達成が事
業目的の達成度を示すものになっているというこ
とが前提である� 図書館に関しては� 例えば貸出
冊数について目標値を設定し� 目標達成度の公表
を行ったとしても� 貸出冊数の目標を達成するこ
とが図書館としての目的を達成することになるの
かどうか� 疑義が残る� この場合� 例えば事業目
的を �児童の読書量の向上� と位置づけ� 児童書
の貸出冊数を指標として� 適切な目標値を設定す
るのであれば� 貸出冊数を中間的アウトカム指標
とすることは適当と考えられる� つまり� 事業目
的及び事業の設定について意識が置かれているこ

とが重要である�
目標値や目標達成度の設定について� もう一つ
の問題点は� 適切な目標値が設定できるかどうか
である� 自己評価� 行政評価いずれについても�
目標値の設定基準が公表されている事例を確認す
ると� �前年比 5�増� �目標年次までに 10�増�
といった設定基準が散見される� このような設定
基準の場合� 目標値自体が意味を有するとは考え
にくく� 設定された目標値そのものに疑義を持た
ざるをえない�
適切な目標値の設定方法としては� いわゆる
�ベスト�プラクティス�と呼ばれる�可能な限り
の最高水準を設定するという手法が広く知られて

第 6表 自治体区分別�類型別での目標値�目標達成度設定比率

自治体区分 類型
目標値
設定比率

目標達成度
設定比率

都道府県

�住民 �利用者� 側の利用実績 93.9� 51.8�
�図書館 �自治体� 側の活動 93.1� 41.4�
�満足度など利用者調査の結果 76.9� 7.7�
�事業の社会的効果 27.3� 9.1�

政令
指定都市

�住民 �利用者� 側の利用実績 87.2� 15.0�
�図書館 �自治体� 側の活動 84.1� 0.0�
�満足度など利用者調査の結果 72.7� 0.0�
�事業の社会的効果 57.1� 0.0�

中核市

�住民 �利用者� 側の利用実績 75.2� 24.4�
�図書館 �自治体� 側の活動 73.1� 37.2�
�満足度など利用者調査の結果 85.7� 71.4�
�事業の社会的効果 100.0� 27.3�

特例市

�住民 �利用者� 側の利用実績 82.7� 24.5�
�図書館 �自治体� 側の活動 75.9� 14.9�
�満足度など利用者調査の結果 0.0� 0.0�
�事業の社会的効果 50.0� 50.0�

東京都
特別区

�住民 �利用者� 側の利用実績 92.7� 57.9�
�図書館 �自治体� 側の活動 78.9� 36.7�
�満足度など利用者調査の結果 85.7� 0.0�
�事業の社会的効果 100.0� 0.0�

行政評価
先進
自治体

�住民 �利用者� 側の利用実績 63.2� 13.4�
�図書館 �自治体� 側の活動 59.5� 17.5�
�満足度など利用者調査の結果 44.8� 6.9�
�事業の社会的効果 31.6� 5.3�

合計

�住民 �利用者� 側の利用実績 81.4� 31.4�
�図書館 �自治体� 側の活動 73.9� 24.8�
�満足度など利用者調査の結果 65.3� 17.3�
�事業の社会的効果 51.0� 11.8�
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いる� しかし� わが国の公共図書館においては�
この �ベスト�プラクティス� として公的に認知
された水準が存在しない� �望ましい基準�におい
ても� 数値目標の設定は各�の図書館に委ねられ
ている� したがって� 例えば人口規模が同程度の
自治体における上位値といった水準を �ベスト�
プラクティス� として設定することが考えられ
る� �望ましい基準� においても� 具体的な �数値
目標� を設定する際の参考として �貸出活動上位
の公立図書館における整備状況� が示されてい
る� しかしながら� 図書館の自己評価及び行政評
価による図書館評価の事例における目標値の設定
に関して� 上記のような考え方を取り入れている
と確認できる事例はほとんど見られない�

V. 公共図書館のアウトカム指標
及び評価方法についての提案

前章までに行った既往研究調査� 実態調査及び
分析を基に� 本章では公共図書館の評価における
アウトカム指標として適切と考えられる指標及び
公共図書館の効果を測定し� アピ�ルすることが
可能となる評価方法についての提案を試みる�

A. 提案の前提

提案の前提として� アウトカム指標に求められ
る条件を想定する�
第一に� その指標が図書館サ�ビスの成果また
は効果を第三者にわかりやすく示すものであると
いう点を重視する� したがって� 何らかの形で数
値化することが可能な指標を想定している�
次に� その指標の設定について� 現在わが国の
公共図書館が置かれている財政的状況などを考慮
しても算出等が比較的容易に可能であるという点
を重視する� したがって� より煩雑な手法によれ
ばさらに詳細な分析が可能である場合にも� 煩雑
な手法を採用せずできるだけ簡便な手法を採用す
るようにしている�
最後に� ひとつの指標だけでなく複数の指標に
より� 図書館サ�ビスの成果または効果が示すこ
とができればよいものとする�
以上の条件は� 現在図書館評価において適切な

アウトカム指標の設定が困難であり� そのことが
理由の一つともなって図書館評価自体が定着して
いないという現状を変革するために必要な条件と
して考慮すべきものと想定した�

B. アウトカム指標として想定される指標

1. 経済的価値� 貨幣価値への変換
a. 図書館サ�ビスによる住民への還元額
図書館サ�ビスの効果を貨幣価値に変換すると
いう手法の代表例が� �貸出サ�ビスによる住民
への還元額� である� この指標は� 既往研究にお
いて貸出サ�ビスにおける �行政効果� として挙
げた指標であり� わが国の図書館においては以前
から採用されている� 少数ではあるが� 現在でも
図書館の自己評価及び行政評価による図書館評価
の双方において採用事例が存在する�
サ�ビスの効果を示す手法として� 貨幣価値に
変換することは� 自治体内でもさまざまな事業に
おいて �経済効果�として示されている例が多く�
住民への説明という面から �わかりやすい� 指標
と言える�しかし� �貸出サ�ビスによる住民への
還元額� についてはその算出方法� 指標としての
適切性に関してさまざまな議論があり� 修正案に
相当する指標案も提示されている�
図書館の利用方法については� 従前と比較して
その多様化が指摘されている� 一般的な公共図書
館の場合には� 依然として図書�雑誌等資料の貸
出が利用方法としては最も主流ではあるが� 都道
府県立図書館のように貸出を主たるサ�ビスと位
置づけない図書館も存在する� また近年では� ビ
ジネス支援サ�ビスに代表される �課題解決支援
型サ�ビス� を展開する公共図書館が拡大してお
り� 筆者6)が指摘したように� 貸出サ�ビスだけ
により図書館サ�ビス全体の効果を示すことには
疑義がある�
このような観点から� 図書館サ�ビスの効果を
貨幣価値に変換して示すアウトカム指標として�
貸出サ�ビスにとどまらず� さまざまな図書館
サ�ビスについての �住民への還元額� を提案す
る�対象とするサ�ビス実績は�貸出冊数のほか�
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来館者数� 館内閲覧冊数� レファレンス件数� 複
写枚数� 集会�行事等参加人数などが想定でき
る� 基本的な算出方法は �貸出サ�ビスによる住
民への還元額�を応用して� �年間サ�ビス実績�
平均単価�年間経費� と考える� 図書館サ�ビス
の効果をわかりやすく示す指標として� �仮にそ
のサ�ビスに対価を支払った場合にはどれだけの
費用が必要か� という視点を採用すること自体
は� 後述する費用便益分析の考え方とも合致する
ものである�
このうち� 貸出冊数については� 従来の �貸出
サ�ビスによる住民への還元額� が採用できる�
算出方法については� 一般的には �年間貸出冊数
�図書購入平均単価�図書館年間総経費� とされ
ている� この中で �図書館年間総経費� について
は� 職員の人件費を含めるかどうか� また池内23)

の指摘にあるように� 図書館の建設など初期投資
額を耐用年数で除した金額を合わせるかどうかが
問題となるが� 人件費及び初期投資額とも簡便に
算出が可能であれば加算することが望ましい� た
だし� 算出が容易でない場合も考えられるため�
必ずしも加算する必要性は認めない� また� 貸出
サ�ビスによる便益を図書の購入単価と等価にす
ることについても疑義が指摘されている� この点
については� 森24)はその金額を 2分の 1にするこ
とを提案しており� また池内23)は 0.05から 1ま
での 6段階の交換比率を設定している� 確かに�
図書の貸出による金銭的価値を購入金額と等価に
することには疑義があるが� 図書館は古い図書か
ら新しい図書までさまざまな図書を有しており�
その購入金額も幅が広い� 寄贈により購入金額に
ついては無料で入手した図書も存在する� 仮に�
すでに絶版となった図書を市場で入手しようと考
えた場合� その手段としては古書店での入手が考
えられる� 古書店での販売価格は図書によりさま
ざまであり� 一般的な図書は新刊書として販売さ
れた時点の価格よりも低額で販売されるが� 付加
価値のついた図書については逆に販売された時点
の価格を上回る金額で販売されることもある� 図
書館の図書についても同様なことが想定される�
つまり� 新刊書として販売されていた時点の価格

以上の付加価値がついている図書を有していると
いう可能性は否定できない� このような点を考慮
すると� 図書の貸出による便益額の算出につい
て� 図書の購入単価との適切な交換比率を設定す
ることは困難である� したがって便宜的ではある
が� より簡便な方法を選択するという観点から�
�仮にその図書を購入した場合にはどれだけの費
用が必要か� という金額を端的に表すものとし
て� 図書の貸出による便益額については図書購入
平均単価と等額として扱うのが適切と考える� な
お� 2003年に発表され� 2005年に改訂された
	�国立大学法人会計基準� 及び �国立大学法人会
計基準注解� 報告書
 において� 有形固定資産で
ある図書の評価について� �取得原価をもって貸
借対照表価額とする�25) [p. 19], �使用期間中にお
ける減価償却は行わない�25) [p. 19]としている点
も� 本研究の考え方に合致する�
この �貸出サ�ビスによる住民への還元額� に
ついては� 上記の算出式による算出結果をさらに
当該自治体の人口で除して �人口 1人当たり還元
額� とする手法や� 算出結果を図書館年間総経費
で除して �費用対効果� を検証する指標とするこ
とも考えられる�
貸出以外のサ�ビスについて �住民への還元
額� を算出する場合には� �平均単価� の設定が課
題となる� この点については� 次目で提示する民
間市場における類似サ�ビスの単価の応用や� 大
沢と杉村26), 27)及び池内28)による研究で採用され
ている �利用者調査による支払い意志額� の利用
が想定できる�
b. 費用便益分析による経済的価値の測定
さまざまな図書館の活動について� それぞれに
費用便益分析を行い� その経済的価値を測定する
ことによりアウトカム指標を設定することを提案
する� その手法の一例として� Matthews29)によ
る民間市場における類似サ�ビスとの比較による
図書館サ�ビスの価格設定例がある� Matthews

は� 図書館サ�ビスの経済的な効果について� 例
えば図書の貸出であれば� 書店での販売額から児
童図書については 1冊当たり 8ドル� 一般図書に
ついては 1冊当たり 14ドル� レファレンスサ�
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ビスについては� 民間の情報提供サ�ビスの価格
から 1時間当たり 50ドル�集会事業については�
民間のカルチャ�センタ�での価格から 1回 9

ドルなどと� 類似の民間サ�ビスの価格に代替さ
せることにより把握することを試みている�
前目で示した �貸出サ�ビスによる住民への還
元額� についても� この費用便益分析の一例と考
えられるが� 代表的なサ�ビスそれぞれについて
貸出サ�ビスと同様に民間市場において類似の
サ�ビスを利用した場合の対価を図書館サ�ビス
の便益と考えてアウトカム指標を設定する�
費用便益分析についてはさまざまな手法がある
が� 前提条件であるできるだけ簡便な手法として
は� Matthewsによる事例などを参考に� 各図書
館における主要なサ�ビスについて� 民間市場に
おける類似サ�ビスの価格から便益を測定する手
法が簡便で� 現在のわが国の公共図書館において
も実現可能性があると判断した�

2. 利用者にとっての効用
a. 利用者満足度
利用者満足度については� 現時点では図書館評
価におけるアウトカム指標の代表的な指標と言え
るものである� しかし� 指標としての性格や採用
にあたっての留意点などについて議論があること
は前述のとおりである� 顧客満足の測定について
は� サ�ビス産業においてはごく一般的であり�
�アウトカム� という意識がなくても当然に実施
され� 把握しようとされているものである� 多く
の業種で行われているアンケ�ト調査の大部分
が� この顧客満足度の把握を目的としていること
は間違いない�
図書館においても� 顧客満足に相当する利用者
満足度の把握に努めることは当然必要である� そ
の結果は図書館サ�ビスが利用者にもたらした効
用の一つとして重視されるべきものである� この
ような点から� 図書館サ�ビスの効用を示すアウ
トカム指標として� 利用者満足度の採用を提案す
る� ただし� この場合に岸田ら21)の指摘を踏まえ
た調査手法の導入に配慮する必要がある� また�
同様に岸田ら21)の指摘にあるとおり� 図書館にお

ける利用者満足度はある程度高めに出るのが当然
であることから� ある程度高い水準の目標値を定
め� その目標値との比較により評価を行うことが
望ましいと考えられる�
b. 利用者が得られた効用の測定
公共図書館の効果として� サ�ビスを受けた利
用者に何らかの効用があることが十分に予想でき
るが� それを明瞭に記述することはこれまで困難
と考えられてきた� しかし� 図書館評価における
既往研究において� 永田30)� 戸田と永田31)のよう
にその記述に挑む事例が現れている� また海外に
おいては� すでに既往研究において Ste#enら32)

が図書館サ�ビスの効用として得られることを利
用者に尋ねる研究を行っている� また� 図書館評
価におけるアウトカム指標設定のガイドラインと
して出版された図書においても� アウトカムの実
例として� 図書館サ�ビスの効用事例を数多く列
挙している33)� さらに� 図書館以外の事業におい
ては� 博物館に関してすでに佐�木34)が類似の事
例を提示している�
博物館に関して佐�木が示したアウトプットと
アウトカムの関係について� 図書館においても示
すことが望まれる� 確かに網羅性の高い指標事例
を作成することは困難と思われるが� 各図書館に
おいて一般的に考えられる項目を列挙するだけで
も� その図書館の効用を第三者に示すという点で
有効な指標になりうる� この効用の測定に関して
は� 各図書館が行っているサ�ビスに応じて設定
し� 調査することが必要となるが� 一例として現
在わが国の公共図書館において一般的となってい
るサ�ビスに関連した効用として想定できる項目
を第 7表に示す� ここに挙げた項目はあくまで一
例に過ぎず� このような事例について多くの図書
館関係者により数多く想定し検討していくこと
で� より網羅性の高いアウトカムの設定が可能と
なると考える� 実際に� 米国においてアウトカム
指標設定のガイドラインとして出版された図書で
は� 206項目のアウトカムが示されている33)�
この場合� 仮に利用者にその効用を尋ねること
が困難であるならば� 利用者が得られた効用につ
いては未測定のまま最終的アウトカムまたは上位
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アウトカムとして位置づけ� 中間的アウトカムと
してアウトプット指標を代用させることも可能と
考える� 例えば� 子どもの読書活動推進に関する
活動であれば� 子どもの読書意欲の向上度を最終
的アウトカムとして� 児童書の貸出冊数や児童の
利用者数を中間的アウトカムとするということが

考えられる� このような評価の事例があることに
ついては� 第 IV章第 B節第 1項で実例を挙げて
紹介した� ただしこの場合にも� 例えば児童の利
用者数を 5�増加させるといった適切な目標値の
設定と目標値に対する達成度の測定により� 単な
るアウトプット指標でなく� 事業目的の達成度を

第 7表 図書館サ�ビスにより利用者が得られる効用としての指標事例

サ�ビス アウトプット
中間的アウトカムとなりうる

アウトプット
利用者が得られる効用 �アウトカム�

図書�雑誌の
貸出

貸出冊数
住民 1人当たり貸出冊数
の増加

読書意欲の向上
読書習慣の確立
情報や知識の獲得
未知の分野への関心の拡大
充実感
有意義な時間
図書購入費用の節約

図書館内での
読書

来館者数
住民 1人当たり来館者数
の増加

読書環境の獲得
読書意欲の向上
有意義な時間

レファレンス
レファレンス受付
件数

情報や知識の獲得
未知の分野への関心の拡大
調査方法の判明
仕事上の成果向上
学業の成果向上
調査に必要な時間�労力の節約

図書館内での
調べ物�学習

落ち着いた場の確保
他の利用者からの刺激

児童書の貸出 児童書の貸出冊数
児童人口 1人当たりの貸
出冊数

児童の読書活動の普及
調べ方�学び方に関する知識の獲得

児童向け催し 行事参加人数
児童の読書活動の普及
感情�情緒面の発達
交友関係の拡大

学校連携事業
学校への図書貸出
冊数

児童の読書活動の普及
学業の成果向上
調べ方�学び方に関する知識の獲得
学校図書館関係者の知識�技術の向上

情報リテラ
シ�関連事業 事業参加人数

情報リテラシ�の向上
調査方法の判明
コンピュ�タスキルの向上

ビジネス支援
サ�ビス サ�ビス利用者数

仕事上の成果向上
起業の成功
調査方法の判明
資格�技術の取得
新たな職を得る
調査に必要な時間�労力の節約
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示す指標であるという意味づけが不可欠と考え
る�

3. 地域社会への貢献
筆者は� 公共図書館がもたらす効果として近年
�集客力による地域の活性化� が注目されている
ことを指摘した6)� 集客力をはじめとして� 幅広
い住民層に好まれる施設であることや� 静かで落
ち着いた場所といったイメ�ジが� さまざまな形
で地域社会に貢献していることは間違いない� こ
のような事実を評価指標として提示することがで
きれば� 図書館の地域社会への貢献をアピ�ルす
ることができ� 図書館の置かれた状況の好転に結
びつけられると考える� この場合� どのような指
標� 特に数値化した指標を示すことができるかが
課題となるが� 図書館周辺の街路の歩行者数や�
周辺商業施設の来客数�売り上げなどを調査する
ことにより� 図書館の存在による地域の活性化度
を測定することが可能になると考える� 図書館に
よる地域社会への貢献度を示す指標の例を第 8

表に掲げる�
このうち� 図書館の存在と地価の上昇との相関
については� 社会資本整備と政策評価プロジェク
ト研究チ�ム35)による京都市における考察の例が
ある� また� 図書館が地域の活性化に結びついて
いる例としては� 中心市街地再開発による図書館
整備が市街地への来街者を増加させた事例が� 青
森県青森市� 富山県高岡市などで報告されてい
る�
このような指標を測定する場合� 当然図書館単

独では調査は困難である� 自治体の地域活性化対
策を担当する部署や� 地域の商工会議所� 商店会
など周辺商業施設の団体等との連携協力が不可欠
となる�

C. 課題と展望

1. 事業計画策定のあり方
事業計画の策定については�
�目的�目標の設定
�目標達成のための手段の選定
�選定した手段による事業の実施
�事業の評価
�評価結果に基づく目的�目標の見直し
という一連の流れがあると一般的にされている�
これはいわゆる �PDCAサイクル� (Plan-Do-

Check-Action)にも通じるものである�
アウトカムは一般に �成果� または �効果� と
されるが� その本質は �事業の目的がいかに達成
されたか� にある� その点で� アウトカムは事業
の目的と表裏一体のものと言える� したがって�
事業計画策定にあたってはまず目的�目標の設定
が行われるのであるから� 必然的にその時点でア
ウトカムの設定も行われていることになる� つま
り� アウトカムは後から考えるものではなく� 事
業を実施する前に設定されているものでなければ
ならない�
図書館についても� このような事業計画策定の
あり方が当てはまる� 図書館における事業計画策
定のあり方について� Rubin33)は� 利用者のニ�

第 8表 図書館がもたらす地域社会への貢献を示す指標の事例

図書館の特性 地域への貢献内容 数値指標例

集客力
地域の賑わい 周辺街路通行者数
地域の活性化 周辺商業施設の来客数� 販売額

知的空間
地域イメ�ジの上昇

周辺地価�住宅価格
住宅地としての価値の上昇

良好な環境の保全
周辺環境の浄化

周辺の風俗店舗数
犯罪発生件数

風俗産業の規制
犯罪の防止
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ズとコミュニティの目標がまず存在し� そこから
アウトカムが定義され� 次いで必要な資源の投入
によりプログラムの活動が行われ� その結果 �ア
ウトプット� が示され� 中間的なアウトカムが出
された後に最終的なアウトカムに到達するととも
にコミュニティの目標への貢献が達成されるとい
う流れを説明している�
この考え方に基づくとき� 図書館サ�ビスに関
するアウトカムの設定ができないということは�
つまりそのサ�ビスの目的が明確化されていない
ということになる� 現実のわが国の図書館サ�ビ
スを顧みると� その目的が明確化されていないま
まに実施され続けているサ�ビスが多いのではな
いかと推察される� アウトカムの把握に努めると
いうことにより� あらためて図書館サ�ビスの目
的を見直すことが可能になるという側面があるこ
とを強調する�

2. 公共図書館の評価におけるアウトカム指標と
評価のあり方
公共図書館の評価におけるアウトカム指標とし
ては� B節に挙げた指標を組み合わせて設定し�
測定することが望ましいと考える� その前提とし
て� A節において� 現在のわが国の公共図書館が
置かれている現状を踏まえてより容易に可能な手
法を採用することとした� しかし� B節で提案し
た指標には� 現在のわが国の公共図書館が単独で
は容易に測定できない指標も含まれる� これにつ
いては� 前述のとおり自治体内の他部署や関係機
関との連携により測定に努めることが望まれる�
また� 提案したすべての指標を測定しなければな
らないというものではない� 各図書館において測
定可能なもの� あるいは� 測定することにより当
該図書館の成果をより効果的に説明できると考え
られるものから優先して取り組むことで� 図書館
評価� 特にアウトカム指標による評価が少しでも
普及することがまず求められるものである�
そのためには� 各図書館の創意工夫ももちろん
必要ではあるが� 各図書館の創意工夫だけでは実
現は困難であり� 国または関係機関などによる評
価指標の例示など� 各図書館が評価に前向きに取

り組むことができるような環境整備を望みたい�
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要 旨

�目的� 本研究の目的は� 行政評価による公共図書館評価におけるアウトカム指標の実態を調査
し� 既往研究において公共図書館評価のアウトカム指標として提示されている指標との比較を行うこ
とにより� アウトカム指標としての問題点を指摘するとともに� 適切なアウトカム指標の提案を試み
ることである�

�方法� 研究方法としては� 自治体が公表している行政評価の実態調査とその分析により行った�
具体的には� 各自治体のホ�ムペ�ジ等で公開されている行政評価の評価票からアウトカム指標を採
取し� 4種の類型に分類したうえで分析を行った�

�結果� 調査の結果� 各自治体がアウトカム指標として採用している指標としては� 貸出冊数など
本来アウトプット指標として考えられる指標が多数を占め� 既往研究において図書館評価のアウトカ
ム指標として提示されている指標の採用例は少ないことが判明した� アウトカム指標を想定しつつ�
その測定が困難なため� アウトプット指標により代替させたと認められる事例もあるが� アウトプッ
ト指標を成果そのものと認識していると判断できる事例も多く� 図書館サ�ビスの成果に関する自治
体関係者の認識に課題があるものと推察される� 公共図書館評価におけるアウトカム指標として� 適
切かつ測定が容易で� 各自治体で活用が可能な指標として� 経済的価値� 利用者にとっての効用� 地
域社会への貢献という 3つの視点から提案を試みた� これらの指標が実際に活用されるためには� 関
連機関との連携の強化や国などによる環境整備が求められる�
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